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本報告書は、内閣府の平成 28 年度科学技術基礎調査等委託

費による委託業務として、株式会社三菱総合研究所が実施した

平成 28 年度「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する

調査」の成果を取りまとめたものです。 

従って、本報告書の著作権は、内閣府に帰属しており、本報

告書の全部又は一部の無断複製等の行為は、法律で認められた

ときを除き、著作権の侵害にあたるので、これらの利用行為を

行うときは、内閣府の承認手続きが必要です。 
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 調査概要 

 調査の目的・背景 

独立行政法人、国立大学法人等の科学技術イノベーション関係活動に係る資源投入、活動

実態及び成果の状況を把握し、その結果を総合科学技術・イノベーション会議（以下、「CSTI」

という。）を始め、広く関係府省、関係機関とも共有し、今後の各種政策立案、CSTI 本会

議及び専門調査会等における審議等や、科学技術イノベーション関係活動の運営改善等に

資することを目的とする。 

 調査手順 

本調査は以下の 3 つのフェーズに沿って実施した。 

(1) 指標設計フェーズ 

図 1-1 の左に示した各事項として、各種計画・戦略などで設定されている指標・目標

値・KPI などを抽出・整理した。 

(2) データ収集フェーズ 

上記の指標・目標値・KPI に結び付けられるデータを収集した。データ収集の対象は

科学技術イノベーションの「担い手」であり、具体的には科学技術関係活動に関わる

府省、研究開発法人、大学、公設試験研究機関等を含む。各「担い手」について、図 

1-1 の右で示したように、アンケート調査もしくは文献調査（公開情報収集）からデ

ータを収集した。 

(3) 分析フェーズ 

収集したデータをそれぞれ集計・分析し、グラフなどの形に可視化した。 

 

図 1-1 本調査の枠組 
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A．第5期基本計画（注1）及び「第5期

科学技術基本計画における指標及
び目標値について」 で示された目標
値及び主要指標に関連するもの

B．第5期基本計画（注1）に関連する
その他の指標（第2レイヤー指標等）
に関するもの

C．総合戦略2015 （注2）で示されたイ

ノベーションの担い手の動向把握に
関するもの及び重点的課題の状況
の俯瞰的な把握・分析に関するもの

E．第5期基本計画（注1）及び総合戦
略2016 （注2）以外の政府の科学技術
関連の戦略等に関するもの

D．総合戦略2016 （注2）に関するもの

調査対象（イノベーションの担い手） 調査方法

アン
ケート

文献
調査

研究開発型
法人

研究開発力強化法（注3）の「別表」に定義
された研究開発法人の内、研究開発を
担うもの。

○

資金配分型
法人

研究開発力強化法（注3）の「別表」に定義
された研究開発法人の内、研究資金配
分を担うもの。

○

関係府省 競争的資金を直接に実施・運用してい
る府省庁（注4）。 ○

大学等 主に国立大学法人。（一部データには、
公私立大学を含む場合もある） ○

公設試験研
究機関等

地方自治体により設置され、地域の産
業振興に関わる試験研究、技術指導な
どを行うもの。

○

各
担
い
手
の
デ
ー
タ
を
収
集
・
分
析

（注1） 「第5期科学技術基本計画」を指す。
（注2） 「科学技術イノベーション総合戦略2015」および「科学技術イノベーション総合戦略2016」を指す。
（注3） 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進に関する法律

（平成二十年法律第６３号）」を指す。
（注4） 関係府省に対しては、個別の競争的資金制度を有する府省庁のみを対象とした。



 

2 
 

 調査対象 

 研究開発法人 

研究開発力強化法1の別表に定義された「研究開発法人」に対してはアンケート調査を行

った。また、研究開発法人の中には、研究開発自体を担う法人（研究開発型法人）と研究資

金の配分を担う法人（資金配分型法人）が存在しており、それぞれ別の調査票を用意してア

ンケート調査を行った2。具体的な対象法人を表 1-1 に示す。 

表 1-1 調査対象となった研究開発法人 

 
（注）・上表で、「調査様式 A（研究開発）」に「○」印のある機関は「研究開発型法人」に該当する。

「調査票式 B（資金配分）」に「○」印のある機関は「資金配分型法人」に該当する。 

・日本医療研究開発機構は、内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省の 4 府省の所管である

が、上表では「内閣府」と表示している。 

                                                        
1 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進に関する法律

（平成二十年法律第６３号） 
2 一部には「研究開発型法人」「資金配分型法人」の両方に該当する法人が存在している。これら法人に

対しては、両方の調査票に回答いただいている。 

所管府省 法人名 ※2015年度時点
調査様式A
（研究開発）

調査様式B
（資金配分）

内閣府 日本医療研究開発機構 ― ○

総務省 情報通信研究機構 ○ ○

財務省 酒類総合研究所 ○ ―

文部科学省 国立科学博物館 ○ ―

物質・材料研究機構 ○ ―

防災科学技術研究所 ○ ―

放射線医学総合研究所 ○ ―

科学技術振興機構 ― ○

日本学術振興会 ― ○

理化学研究所 ○ ―

宇宙航空研究開発機構 ○ ―

海洋研究開発機構 ○ ―

日本原子力研究開発機構 ○ ―

厚生労働省 医薬基盤・健康・栄養研究所 ○ ○

労働安全衛生総合研究所 ○ ―

国立がん研究センター ○ ―

国立循環器病研究センター ○ ―

国立精神・神経医療研究センター ○ ―

国立国際医療研究センター ○ ―

国立成育医療研究センター ○ ―

国立長寿医療研究センター ○ ―

農林水産省 農業・食品産業技術総合研究機構 ○ ○

農業生物資源研究所 ○ ―

農業環境技術研究所 ○ ―

国際農林水産業研究センター ○ ―

森林総合研究所 ○ ―

水産総合研究センター ○ ―

経済産業省 産業技術総合研究所 ○ ―

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 ○ ○

新エネルギー・産業技術総合開発機構 ― ○

国土交通省 土木研究所 ○ ―

建築研究所 ○ ―

交通安全環境研究所 ○ ―

海上技術安全研究所 ○ ―

港湾空港技術研究所 ○ ―

電子航法研究所 ○ ―

環境省 国立環境研究所 ○ ―

調査票
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 関係府省 

研究開発に関係する「競争的資金」を直接に実施・運用している府省に対して、アンケー

ト調査を行った。対象とした関係府省を表 1-2 に示す。 

表 1-2 調査対象となった関係府省 

 

 大学等 

基本的に国立大学法人（86 法人）を対象とした。但し、データの都合上、一部には公私立

大学、高等専門学校、大学共同利用機関法人などを含む場合もある。 

 公設試験研究機関等 

昨年度調査対象とした公設試験研究機関等（以下、公設試等）をベースに、昨年度調査の

過程で得られた情報（機関の廃止・統合・新設など）に基づいて修正を加え、公設試等に対

して直接調査依頼を行った（対象は 314 件）。結果として 231 の公設試等から回答を得た3。 

 本報告書の構成 

まず、本章では調査の目的・背景や調査の手順・対象などを整理した。2 章では、科学技

術基本計画、科学技術イノベーション総合戦略などの各種文書で提示されている目標値、指

標、KPI を対象として、データを収集・分析した結果を示した。3 章では、科学技術イノベ

ーションの「担い手」として「研究開発型法人4」「資金配分機関5」「大学等」「公設試験

研究機関等」のそれぞれについて収集したデータを整理した。 

                                                        
3 但し、本調査に当たっては、公設試等を所管している自治体にも同時に通知しているため、そうした自

治体のご協力によって、直接調査依頼を行っていない機関から得た回答も一部含んでいる。 
4 研究開発力強化法の別表に定義された「研究開発法人」の内、研究開発自体を担う法人。 
5 研究開発力強化法の別表に定義された「研究開発法人」の内、研究資金の配分を担う法人（資金配分型

法人）、および研究開発に関係する「競争的資金」を直接に実施・運用している府省（関係府省）。 

所管府省 機関名／部署名

内閣府 内閣府（食品安全委員会事務局）

総務省 総務省（情報通信国際戦略局技術政策課）（SCOPE）

総務省（情報通信国際戦略局技術政策課）（I-Challenge!）

総務省（情報流通行政局情報通信利用促進課）

総務省（消防庁）

文部科学省 文部科学省（研究振興局参事官（情報担当））

文部科学省（科学技術・学術政策局　研究開発基盤課　量子研究推進室）

文部科学省（研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付）

文部科学省（研究開発局宇宙開発利用課）

文部科学省（研究開発局原子力課）

厚生労働省 厚生労働省（大臣官房厚生科学課）

農林水産省 農林水産省（農林水産技術会議事務局）

経済産業省 経済産業省（産業技術環境局 大学連携推進室）

経済産業省（中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課）

国土交通省 国土交通省（大臣官房技術調査課）

国土交通省（総合政策局技術政策課）

環境省 環境省（総合環境政策局総務課環境研究技術室）

防衛省 防衛省（防衛装備庁）


